
11: 住み続けられるまちづくりを 
　　～ 都市と人間の居住地を包摂的、安全、強靭かつ持続可能にする ～ 

　現在、世界人口の半分以上が都市部で暮らしています。2050年までに、都市人口は65億人と、全
人口の3分の2に達する見込みです。私たちが都市空間の整備、管理方法を大きく変えない限り、持
続可能な開発を達成することはできません。 
　開発途上地域における都市の急成長は、農村部から都市部への移住者の増加と相まって、巨大都市
が台頭しました。1990年の時点で、人口1000万人以上の巨大都市は10か所にすぎませんでした。
2014年までに、その数は28に増え、計4億5300万人の住民が居住しています。 
　極度の貧困は都市部に集中することが多いため、国も自治体も、都市部の人口増加への対応に苦慮
しています。都市を安全かつ持続可能にするためには、安全で手頃な価格の住宅へのアクセスを確保
し、スラム地区の改善を図らなければなりません。また、公共交通機関に投資し、緑地を整備すると
ともに、参加型で包摂的な方法で都市計画や管理を改善することも必要です。 
　持続可能な都市は、持続可能な開発のための2030アジェンダを構成する17のグローバル目標の一
つです。複数の目標を同時に達成するためには、包括的なアプローチが必要不可欠です。 

• 11.1 2030年までに、すべての人々の、適切、安全かつ安価な住宅および基本的サービスへの
アクセスを確保し、スラムを改善する。 

• 11.2 2030年までに、脆弱な立場にある人々、女性、子ども、障害者、および高齢者のニーズ
に特に配慮し、公共交通機関の拡大などを通じた交通の安全性改善により、すべての人々に、
安全かつ安価で容易に利用できる、持続可能な輸送システムへのアクセスを提供する。 

• 11.3 2030年までに、包摂的かつ持続可能な都市化を促進し、すべての国々の参加型、包摂的
かつ持続可能な人間居住計画・管理の能力を強化する。 

• 11.4 世界の文化遺産および自然遺産の保全・開発制限取り組みを強化する。 
• 11.5 2030年までに、貧困層および脆弱な立場にある人々の保護に重点を置き、水害などの災
害による死者や被災者数を大幅に削減し、国内総生産比で直接的経済損失を大幅に減らす。 

• 11.6 2030年までに、大気質、自治体などによる廃棄物管理への特別な配慮などを通じて、都
市部の一人当たり環境影響を軽減する。 

• 11.7 2030年までに、女性・子ども、高齢者および障害者を含め、人々に安全で包摂的かつ利
用が容易な緑地や公共スペースへの普遍的アクセスを提供する。 

• 11.a 各国・地球規模の開発計画の強化を通じて、経済、社会、環境面における都市部、都市周
辺部、および農村部間の良好なつながりを支援する。 

• 11.b 2020年までに、包含、資源効率、気候変動の緩和と適応、災害に対するレジリエンスを
目指す総合的政策および計画を導入・実施した都市および人間居住地の件数を大幅に増加さ
せ、仙台防災枠組2015-2030に沿って、あらゆるレベルでの総合的な災害リスク管理の策定と
実施を行う。 

• 11.c 財政および技術的支援などを通じて、後発開発途上国における現地の資材を用いた、持続
可能かつレジリエントな建造物の整備を支援する。
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SDGs（Sustainable Development Goals） 
   持続可能な開発目標 

・2015年9月の国連サミットで採択された2016年から2030年までの国際目標。 
・17のゴール・169のターゲットで構成。 
・地球上の誰一人として取り残さないことを誓っている。 
・SDGsは発展途上国のみならず、先進国自身が取り組む普遍的なものであり、 
   日本としても積極的に取り組んでいる。




